
附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第84特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第89資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損
失の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 5¶045¶611¶058 284¶751¶387 ` 5¶330¶362¶445 1¶654¶121¶937 225¶861¶808 ` ` ` 3¶676¶240¶508

構 築 物 580¶742¶988 12¶295¶669 ` 593¶038¶657 328¶891¶819 26¶435¶521 ` ` ` 264¶146¶838

車 両 運 搬 具 1¶999¶935 ` ` 1¶999¶935 1¶999¶934 ` ` ` ` １

計 5¶628¶353¶981 297¶047¶056 ` 5¶925¶401¶037 1¶985¶013¶690 252¶297¶329 ` ` ` 3¶940¶387¶347

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産外）

建 物 162¶925¶594 19¶241¶096 ` 182¶166¶690 31¶778¶965 10¶191¶833 ` ` ` 150¶387¶725

構 築 物 35¶799¶697 7¶314¶909 ` 43¶114¶606 10¶497¶339 2¶600¶314 ` ` ` 32¶617¶267

工具器具備品 536¶460¶923 38¶535¶522 11¶292¶899 563¶703¶546 316¶667¶720 97¶811¶579 ` ` ` 247¶035¶826

図 書 1¶094¶049¶987 13¶914¶534 36¶145¶087 1¶071¶819¶434 ` ` ` ` ` 1¶071¶819¶434

車 両 運 搬 具 7¶947¶651 1¶076¶250 ` 9¶023¶901 7¶261¶283 427¶441 ` ` ` 1¶762¶618

計 1¶837¶183¶852 80¶082¶311 47¶437¶986 1¶869¶828¶177 366¶205¶307 111¶031¶167 ` ` ` 1¶503¶622¶870

非 償 却 資 産 土 地 11¶616¶780¶000 ` ` 11¶616¶780¶000 ` ` ` ` ` 11¶616¶780¶000

美術品・収蔵品 30¶202¶239 ` ` 30¶202¶239 ` ` ` ` ` 30¶202¶239

建 設 仮 勘 定 ` 368¶775¶235 360¶059¶185 8¶716¶050 ` ` ` ` ` 8¶716¶050

計 11¶646¶982¶239 368¶775¶235 360¶059¶185 11¶655¶698¶289 ` ` ` ` ` 11¶655¶698¶289

また、賃貸等不動産に関する平成23年３月期における収益及び費用等の状況は次のとおりである。
（単位：円）

賃 貸 収 益 賃 貸 費 用 そ の 他

10¶151¶400
(25¶295¶195)
30¶562¶439 `

~ 賃貸費用に含まれる損益外減価償却相当額については、（ ）に内数で示している。
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Ú．資産除去債務に関する事項

\ 資産除去債務の概要

石綿障害予防規則に基づくアスベストの処理義務である。

] 資産除去債務の金額の算定方法

使用見込み期間を残存耐用年数に基づき見積り、割引率は期間に応じた長期国債利回りを使

用している。

^ 資産除去債務の総額の増減
期首残高~ 4¶091¶124円
時の経過による調整額 86¶527円

G G G G G G G

期末残高 4¶177¶651円
~ 当事業年度より国立大学法人会計基準（「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計
基準注解」報告書の改訂について（国立大学法人会計基準等検討会議 平成23年１月14日）及
び¢国立大学法人会計基準」及び¢国立大学法人会計基準注解£に関する実務指針」（文部科学省、
日本公認会計士協会 平成23年２月15日最終改訂）を適用したことによる期首時点の残高であ
る。

_ 貸借対照表に計上していない資産除去債務の概要、債務を合理的に見積もることができない理
由
教育・研究の観点から、除去する場合には放射線廃棄物として処理処分することが義務づけ
られている固定資産を有しているが、現時点では解体措置などの処理処分に関する技術及び処
理処分方法を規定する法令等が一部未整備の状況であるため、これら固定資産については、費
用を見積もることができず、これに係る資産除去債務を計上していない。
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